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ジャカルタジャパンクラブ人材育成検討コミッティ

インドネシアにおける日本企業による
人材育成に関する貢献について



2023年度調査の方法・回答企業

⚫ 調査期間：2023年10月〜12月

⚫ 回答数：259件（うち、46社に個別ヒアリングを実施）

企業数

アンケート回答企業
259社

（うちインドネシア進出企業252社）

（うちJJC会員企業） （201社）

インドネシア進出企業 1569社

企業数

アンケート回答企業 167社

JJC会員企業
（2022年12月時点）

701社

（参考）2022年度調査 回答企業属性
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求職者向け実習（マガン）制度①

求職者向け実習（マガン）制度の実施状況

⚫ 「労働大臣規程2020年第6号」に基づく、求職者を対象とした国内実習（マガン）制度の受
け入れ状況について調査。

⚫ 回答企業のうち、求職者向け実習を受け入れている企業が25％、受け入れ予定の企業を含め

ても約30％となっている。

33
(20%)

18 (11%)

116
(69%)

（参考）2022年度調査結果

62
(25%)

17
(7%)169

(68%)

求職者向けマガン制度を実施している

求職者向けマガン制度を実施していない（今後受け入れの予定あり）

求職者向けマガン制度を実施していない（今後受け入れの予定なし）

3



求職者向け実習（マガン）制度②

11
(33%)

17
(52%)

5
(15%)

⚫ 求職者向け実習受け入れ企業に対して、今後の受入数の見込みについて質問。

⚫ 多くの企業が現状の受入数を維持する一方、21％の企業は受入数の増加を予定。

今後の受け入れ数について

（参考）2022年度調査結果

13
(21%)

44
(71%)

5
(8%)

受入数を増やす予定 現状の受入数を維持 受入数を減らす予定
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求職者向け実習（マガン）制度③

日系企業（1569社）における求職者向けマガンの受入数

⚫ 回答企業（259社）における求職者向け実習の受入数（2023年度実績）は約4200名、日系

企業全体での受入数の推計値は、7400名〜7500名。
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（参考）2022年度調査結果
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5



求職者向け実習（マガン）制度④

73

3

26

11

13

72

0 10 20 30 40 50 60 70 80

求職者向け実習制度について情報が少ないため

過去に求職者向け実習制度を実施したが、効果がなかったため

労働組合との調整を要するため

政府機関との調整を要するため

コンプライアンス上のリスクが存在するため

その他

142

60

51

34

41

15

0 20 40 60 80 100 120 140 160

制度の周知

候補者の紹介等のサポート

インセンティブの付与

制度の改善

分からない

その他

（質問）求職者向け実習を受け入れていない理由（複数回答可）

（質問）求職者向け実習を普及させるために必要なこと（複数回答可）
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求職者向け実習（マガン）制度⑤

77
(31%)

168
(69%)

知っている 知らなかった

（参考）2022年度調査結果

28
(17%)

139
(83%)

⚫ 2022年にJJC及びAPINDOが作成した「実習制度活用マニュアル」についての認

知度を確認。2022年度調査と比較して、実習制度活用マニュアルの周知が進んで

いると考えられる。

（質問）実習制度活用マニュアルについて認識しているか。
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高校生・大学生向けインターンシップ①

インターンシップの受入について

⚫ 昨年度調査結果から引き続き、約半数の企業がインターン生を受け入れている。

65
(39%)

15
(9%)

87
(52%)

（参考）2022年度調査結果

99
(41%)

15
(6%)

128
(53%)

高校生・大学生インターンシップを受け入れている

高校生・大学生インターンシップを受け入れていない（今後受け入れの予定なし）

高校生・大学生インターンシップを受け入れていない（今後受け入れの予定あり）
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高校生・大学生向けインターンシップ②

11
(17%)

49
(75%)

5
(8%)

インターンシップの今後の受け入れについて

（参考）2022年度調査結果

15
(15%)

84
(85%)

受入数を増やす予定 現状の受入数を維持 受入数を減らす予定
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高校生・大学生向けインターンシップ③

⚫ 回答企業（259社）におけるインターンの受入数（2023年度実績）は約2100名、

日系企業全体での受入数の推計値は、3600名〜3700名。

日系企業（1569社）におけるインターンの受入数
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（参考）2022年度調査結果

回答企業での

受入数
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資格認証制度について①

SKKNIの活用状況

⚫ 回答企業の中で、インドネシア国家職業技能適性標準（SKKNI）を活用している

企業は13％にとどまり、引き続き普及が進んでいないことが明らかになった。

32
(13%)

213
(87%)

活用している 活用していない

（参考）2022年度調査結果

22
(13%)

143
(87%)

活用している

活用していない
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資格認証制度について②

SKKNIの活用状況（複数回答可）

13

4

4

11

0 2 4 6 8 10 12 14

上司による総合評価への反映

昇給・昇格への反映

表彰制度への反映

その他

134

19

26

5

52

2

21

0 20 40 60 80 100 120 140 160

SKKINIについての情報が不足しているため

活用できるSKKNIが存在しないため

SKKNIを活用するための社内リソースが不足しているため

SKKNIによる資格認証を信頼していないため

SKKNIを活用するメリットが分からないため

SKKNIの使い勝手が悪いため

その他

SKKNIを活用していない理由（複数回答可）
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資格認証制度について③

SKKNI以外の資格・認証制度の活用状況（複数回答可）

⚫ SKKNI以外の外部の資格認証制度（３７社）、社内の資格認証制度（４９社）を

活用している企業も多かった。

37

49

174

2

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200

SKKNI以外の外部の資格認証制度の活用

社内における資格認証制度の実施

特段実施していない

その他

60

55

67

10

0 10 20 30 40 50 60 70 80

SKKNI以外の外部の資格認証制度の活用

社内における資格認証制度の実施

特段実施していない

その他

（参考）2022年度調査結果
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